「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	　項　目
	生活に関する相談及び指導

	事業実績及び事業効果

	　　　平成１４年に「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」が施行され、実施計画にもとづく、平成１５年度から、大阪府・市町村ホームレス自立支援推進協議会中河内・南河内ブロック分科会（９市町村、３町村により構成）として巡回相談指導事業を実施し、関係機関との連携を図りながらホームレスの自立支援活動を行っている。
　　　巡回相談指導事業の予算は、１４，７５０千円であり、国庫補助が半額負担、残りを大阪府が半額、各市町村のホームレス・人口により負担額を算出し、各市町村が半額を負担している（町村負担分は大阪府が負担）

　　　ブロック内のホームレス数を、平成１５年度と平成２０年度全国調査を比較すると、毎年度に着実に減少傾向となっており一定の事業効果が見られるところである。


	課題・問題点
	　ホームレス数は着実に減少傾向であるが、緊急に一時宿泊が必要と考えられる者に対する支援が現状では困難な状況である。そのため、何らかの方策を検討する必要がある。
　また、野宿生活期間が中長期となっていることから、求職活動を行うものの就職先がなかなか見つからない等により、野宿生活者に逆戻りすることも少なくないため、この問題の解決策を検討することが必要である。


	計画に対する意見、今後の方向性等
	　ホームレス巡回相談指導事業については、事業実績及び簿事業効果の欄でも触れたように一定の効果が見られることから、今後も継続して実施する必要がある。
　また、住居設定したものの就職先がなく、野宿生活への逆戻りする状況及び現時点でも高齢者が多数を占める中で、高齢化に対してどのように対応していくか等を検討する必要がある。


	市町村部局名
	東大阪市健康福祉局福祉部生活福祉課


	総括的事項
	　　　平成１４年に「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」が施行され、実施計画にもとづく、平成１５年度から、大阪府・市町村ホームレス自立支援推進協議会を設置し、巡回相談指導事業等を大阪府社会福祉協議会に業務を委託し、関係機関との連携を図りながら野宿生活者の自立支援活動を行っているところである。

　　　当該事業については、巡回相談員による相談を通じて、居宅設定、施設入所、医療機関への入院等必要な援助を行っているところであるが、住居設定を行ったものの野宿生活に逆戻りする者、野宿生活者の高齢化により、住居設定を行ったとしても生きがいを喪失している者、野宿期間が中長期にわたることもあり、就職が困難であること等が見受けられ、野宿生活を脱却後の支援策を検討することが重要であると思われる。
　　　また、ホームレス自立支援センターの設置等も考えられるが、関係機関、民間住宅の借り上げ等による一時宿泊所を確保することにより、生活保護等を活用することにより、住居を設定するまでの間の一時宿泊所として活用できる。
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